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　　政府は9月11日の閣議において「尖閣諸島の購入」、「原子力規制

委員会の委員長、委員の任命」などを決定しました。この日の閣議決

定の中で、マスメディアなどではほとんど報道されておりませんが、

「高等教育無償化条項留保の撤回」というものがあります。これは

1979年に批准された国際人権規約「経済的、社会的及び文化的権利に

関する国際規約」の13条に高等教育を無償化する、またはその努力を

する為の規定の留保を撤回し、その義務を負うというものです。締結

国151か国の中で、日本とマダガスカルのみが留保をしていたもので、

高校授業料の無償化や、大学の奨学金制度の拡充など、これまで政府、

民主党が力を注いできた政策により実現したものです。

　2月9日の予算委員会での武正公一の「国際人権規約の高等教育無償

化条項の留保、これを撤回するタイミングにきているのではないか」

という質問に対し、玄葉外務大臣から、「留保については撤回すると

いう方向で調整するように事務方に今般指示をした」と答え、具体的

な指示が行われ、今回の撤回の閣議決定となりました。

　これにより、先進国31カ国中、教育機関への公財政支出の対GDP比が

最下位(2008年時点)から上昇への転機としていきます。

　政府は9月19日、「今後のエネルギー・環境政策について」の閣議

決定をしました。これはエネルギー・環境会議における「革新的エネ

ルギー・環境戦略」を踏まえ、関係自治体や国際社会等と責任ある議

論を行い、国民の理解を得つつ、柔軟性を持って不断の検証と見直し

を行いながら遂行する、というものです。

　この戦略には二つの大きなテーマがあります。その一つは原子力発

電についてです。原子力発電所の40年運転規制を厳格化し、原発の新

設・増設を行わないことで、2030年代に原発稼働ゼロを可能とするこ

とであり、もう一つは省エネルギーと再生可能エネルギーの拡大で

す。2010年比で、2030年には10％減の総発電量とすることや、その

実現のための各種省エネ対策の実現をしていくことと、再生可能エ

　党代表選挙が9月10日に告示、21日の国会議員による投票を終え、

野田代表の再選が決定しました。野田代表からは「昨年、内閣総理大

臣に就任して以来まさに365日24時間、緊張感をもって職責を果たし

てきた。私の後ろにはだれもいない。最後は党内が、あるいは国論が

二分しているときでも決断しなければならないときがある。その苦し

さと重みを痛切に感じた1年間だった。これからも、内外ともに大き

な困難のあるなかで、その都度決断をしていかなければならない」

と責任の重さへの実感を述べました。

　武正公一は野田選対の事務局長を務めました。県政記者クラブに県

連代表として以下のコメントを発表しました。「国難というべき時期

だけに政権の継続性が図られたことを評価。党運営はより丁寧な対応

が必要。国会運営は、3党合意の順守など、党首会談で協力を求める

べき。」自民党総裁選後に、党首会談を申し入れ、三党合意順守など

与野党協力を呼びかけ、「内憂外患」の諸課題の解決を図ってまいり

ます。

ネルギーの拡大のために、電力の固定価格買取制度の拡大、風力、

地熱、太陽光などの再生可能エネルギーの利用を促進していきます。

　経済界からの意見などによって「後退」との報道がありますが、

このような指摘はあたっておりません。

　「原発推進」の大きな流れは、事故を契機に「原発ゼロ」へと「お

もかじを切った」ことの評価とともに具体的な工程表はこれから順次

閣議決定をしていきます。

高等教育無償化条項留保の撤廃（9月11日）

「今後のエネルギー・環境政策について」の閣議決定（9月19日）

民主党代表選挙について（9月21日）
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